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法 10 条 1 項 9 号）に該当する。プログラムとは「電子計算機を機能させて一
の結果を得ることができるようにこれに対する指令を組み合わせたものとして
表現したもの」をいう（同法 2条 1項 10 号の 2）(38)。
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－114 （     ）－
















































































































－118 （     ）－
このように考える理由は，プログラムの著作物の違法複製物を不法に取得し
た場合（著作権法 113 条 2 項）を除き，著作権法による規制は利用行為に及ば
ないため，「購入」した複製物を，著作権者の許諾なくして自由に使用するこ
とができ，複製物の所有者は自ら電子計算機で利用するために必要な限度で

































































おいては担保権の行使が禁止されているが（会社更生法 47 条 1 項，50 条 1 項），


























































































































































－126 （     ）－
事再生手続において，担保権は別除権として再生手続によらないで行使する





















































































































事再生法 31 条 1 項）や担保権消滅請求制度（同法 148 条以下）の規定を無視
した形となり，これらを議論することなく，直ちに民事再生法の趣旨，目的か




































































































































pdf）（as of May 6, 2016）。
（注21） 高田・前掲注（4）1912頁。
（注22） 高田・前掲注（4）1912 ～ 1913頁。
（注23） 高田・前掲注（4）1913頁。












com/upﬁle/pdf/1304331521_1.pdf）（as of May 6, 2016））。














（注32） 白石・前掲注（7）270 ～ 271頁。
（注33） 白石・前掲注（7）271頁。
（注34） 白石・前掲注（7）271 ～ 272頁。
（注35） 白石・前掲注（7）273 ～ 274頁。
（注36） 白石・前掲注（7）274 ～ 275頁。
（注37） ソフトウェアという用語が一般的に使用されているが，ソフトウェアは著作権法には
規定されておらず，プログラムという用語が法的には厳密な意味での用語である。


























keiyaku/model_keiyakusyo.pdf）（as of May 6, 2016），（社）情報サービス産業協会「JISA
135
－136 （     ）－
ソフトウェア開発委託モデル契約書」（2008年5月）（http://www.jisa.or.jp/Portals/0/










（注49） Enterprise Resource Planningの略であり，企業の持つ様々な資源（人材，資金，設備，
資材，情報など）を統合的に管理・配分し，業務の効率化や経営の全体最適を目指す手法を
いう。たとえば，SAPなどがその代表的な例である。
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